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将来世代の視点獲得による考え方の変化 
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1. 概要 

 近年、資本主義的な競争社会が発展したことで、人類が近視眼的

になり、長期的な視野で将来のことを考えられなくなっている、と

言われている。つまり、現在世代の人々が自分たちの利益を優先し

てしまうことで、世代間の持続可能性が損なわれている。本研究は、

「将来世代の視点獲得をすることで、現在世代の人々の考え方が将

来世代を深く考慮したものになる」という仮説を検証する。被験者

を将来世代の視点獲得をしていない Control グループと、将来世

代の視点獲得をしたTreatmentグループに分け、日本と高知のこれ

からの財政政策について討議させた。KH Coder※1によるテキストマ

イニングの結果、Controlグループでは自分たちの利益を優先した

考え方をしているのに対し、Treatmentグループでは将来世代の利

益も考慮した考え方をしていることが示された。将来世代の視点獲

得をしたことで、現在世代の人々の考え方が将来世代を深く考慮し

たものになるということが確認された。 

 

2. 序論 

 世代間の持続可能性が損なわれている問題を最も端的に表して

いるのが財政政策である。日本は数十年前から借金を抱えているに

も関わらず、その借金は減るどころか増え続けており、令和 2年度

3月末時点では 1114兆円の借金となり過去最大を更新した (財務

省 2020)。こういった借金のツケを払うのは将来世代の人々であ

る。しかし、タイムマシンでもない限り未来から彼らの声を届ける

ことはできない (Shahrier et al. 2017, Shahen et al. 2021)。

こういった状況の中で現在の人々の行動を変えるには、考え方を変

えることが必要である。そして、考え方を変えるには、それまで保

持していなかった新たな視点獲得をすることが重要である。その新

たな視点というのが将来世代の視点である。 

 

1 樋口耕一氏によって開発され、2001年から公開されている 

フリーソフトウェアである。 

 Nakagawa et al. (2019) は、現在世代の人々が将来世代の視点

獲得をすることで、将来世代の人々が望むと考えられる選択肢を選

ぶ傾向に変化することを明らかにした。しかし、どういった「考え

方の変化」からそのような選択をしたのかまでは明らかにされてい

ない。将来志向的な選択をするに至った経緯を明らかにすることで、

将来志向的な行動をとらせるためのより効果的な制度設計が行え

るようになると考える。そこで本研究では、「将来世代の視点獲得

をすることで、現在世代の人々の考え方が将来世代を深く考慮した

ものになる」を仮説とする。KH Coderによるテキスト分析を行う

ことで、ControlグループとTreatmentグループの考え方の違いを

明らかにしていく。 

 

3. 実験手法 

 本実験では日本と高知のこれからの財政政策について 2 つのグ

ループに分かれて討議を行う。1つは、将来世代の視点獲得を一切

せずに、今日の視点からこれからの財政政策をどうするべきかを話

し合うControlグループ。もう1つは、将来世代の視点獲得をする

ためのトリートメントを行い、今から 30年後の人間の立場から今

の財政政策をどうするべきかを話し合う Treatment グループであ

る。本実験には高知県の一般の方384人に参加してもらい、144人

を Controlグループ、240人を Treatmentグループに振り分けた。

Treatmentグループには、将来世代の視点獲得をするために以下の

作業に取り組んでもらった。①30 年前の社会問題に関する新聞記

事を読み、今の私たちから見て 30年前の社会にして欲しかったこ

とを考え、話し合う。②今回の討議の内容について自分が 30年後

にタイムスリップしたとして、30 年後の立場から今の社会にして

欲しいことを考え、話し合う。 

 討議の論点は2つある。1つは、国の公共サービス維持のために
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地方への補助金の削減をどれだけ行うか (地方の県をどれだけ見

放すか)。もう 1つは、高知県の将来的な自立のために県外からお

金を稼げるような事業を有する地域へどれだけ集中して予算を使

うべきか (他の県内地域をどれだけ見放すか) である。どちらの

論点も見放すことが将来的な財政の為には望ましい選択であるが、

その分現在世代の人々が行政サービスの低下を我慢することにな

る。つまり、見放すことが将来志向的な選択で、見放さないことが

現在志向的な選択と言える。 

 

表3.1 国と高知県に関する4つのオプション 

国の公共サービス維持は重要
だが、地方の県を見放すべき
ではない
国の公共サービス停止を避け
るには、地方の県を見放すの
もやむなし

　　　　　　　　県のとる姿
国のとる姿

県の自立は重要だが、多くの
地域を見放すべきではない

県の自立のためには、多くの
地域を見放してもやむなし

オプション１ オプション３

オプション２ オプション４

 

  

以上のことをまとめると表 3.1 のようになる。この 4 つのオプ

ションの中でどれが望ましいかをそれぞれのグループで討議して

もらう。そして、討議後に個別で望ましいオプションの順位付けを

してもらい、その理由を記述してもらう。その記述してもらった内

容をテキスト分析という手法で分析する。テキスト分析とは、文章

を単語ごとに分割し、それらの出現頻度や相関関係を分析すること

で、有益な情報を抽出することができる分析手法である。 

 

4. 結果 

 次ページの図4.1は、上がControlグループ、下がTreatmentグ

ループの共起ネットワーク図を表したものである。共起ネットワー

ク図とは、共起の程度が強い語を互いに線で結んだ図である。この

図では、出現回数の多い語ほど大きい円で表示されており、比較的

強く互いに結びついているグループで色分けされている。このよう

に比較的強く互いに結びついている部分を自動的に検出し、グルー

プごとで色分けすることを「サブグラフ検出」という。今回は

modularity に基づいて検出が行われている。同じサブグラフに属

する語で共起がある場合は実線で結ばれるのに対して、異なるサブ

グラフに属する語で共起がある場合は破線で結ばれる。線の上に書

いてある数字はJaccard係数といい、0から1までの値をとり、値

が大きいほど共起の度合いが強いということを示している。

Jaccard係数は、「語 Aと語 Bが同時に出現した文書の数」を「語

Aまたは語Bのどちらかだけでも出現した文書の数」で割ることで

求められる。 

 今回は集計単位を「段落」、最小出現数が10以上の語を抽出語の

対象とした。そして、Jaccard 係数上位 70 個の語と語の組み合わ

せに対して最小スパニングツリーだけを描画する設定で共起ネッ

トワーク図を描いた。図 4.1 を見比べて 2 つのグループでどのよ

うな違いが現れたかを述べていく。 

 ①Controlグループだけに「平等」と「重視」の間に強い共起が

現れた。これは、Controlグループの人々が県や地域を見放すこと

で格差が生まれることをおそれたため、つまり現在の自分たちの利

益を優先したためであると推測できる。 

②Treatmentグループだけに「地域」と「見放す」の間に強い共

起が現れた。これは、Treatmentグループの人々が高知の将来的な

自立のために地域を見放すことを考えているためであると推測で

きる。 

③Treatment グループだけに「将来」「努力」や「県民」「意識」

「変える」のように将来志向的な言葉の共起が現れた。これは、

Treatment グループの人々が将来の為に現状を変える必要がある

と考えているためであると推測できる。 

④Treatmentグループだけに「少子」「高齢」「進む」で構成され

たサブグラフが存在している。これは、Treatmentグループの人々

が将来の状況も考慮してこれからの財政政策を考えているためで

あると推測できる。 

⑤Controlグループでは「高知」からたくさんの共起が枝分かれ

しているのに対し、Treatmentグループでは「国」からたくさんの

共起が枝分かれしている。これは、Controlグループでは高知が話

題の中心になっており、Treatmentグループでは国が話題の中心に

なっていることを示している。このことから、将来世代の視点獲得

をしたことで、自分たちの住む高知のことだけでなく、国という広

い視野で財政問題を考えるようになったと推測できる。 
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図4.1 Controlグループ(上)とTreatmentグループ(下)の共起ネットワーク図
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これまで全て「推測できる」と述べたのは、共起はあってもそれ

がどういう文脈で出てきているのかまではこの図からは確認でき

ない事に起因する。例えば①の場合では、「平等重視にすべき」と

いう文脈かもしれないし、「平等重視にすべきでない」という文脈

かもしれない。そこで、実際の記述にも目を通したところ、①,③

～⑤の推測は正しかったことが確認された。一方で②については、

「地域を見放すべきでない」という文脈でも多く出てきていた。こ

れは、Treatmentグループの中でもオプション1やオプション2を

好ましいと思った人が「地域」「見放す」といった単語を多く使用

したためである。しかしながら Controlグループでは、「地域」と

「見放す」の共起すら現れていない。これは、Controlグループで

は地域を見放すかどうかの吟味すらほとんど行われていないとい

うことを示している。話し合いの内容が変化したということは、そ

れに伴う考え方も変化したということである。従って、将来世代の

視点獲得をしたことで将来志向的な考え方に変化したと言える。 

次に、各語の出現頻度を比べる頻度分析を行った。表4.1は、各

グループ別で出現回数の多かった語を 1～50 位まで順位付けした

ものである。本実験では Control グループよりも Treatment グル

ープの方が被験者の数が多かったため、Treatmentグループの方に

おいて、出現回数が全体的に多めになっている。しかし、重要なの

は出現頻度の順位であるため、各語の出現回数は参考程度に見ても

らいたい。 

 表 4.1を見ると、「見放す」の出現頻度が Treatmentグループで

は44位に位置しているのに対し、Controlグループでは50位以内

に入っていない。確認してみると、Control グループでは 74 位に

位置していた。このことからも、先述したように Treatmentグルー

プの方が Control グループよりも地域を見放すかどうかの吟味が

多く行われていたということが確認できる。それに加えて「自立」

の出現頻度を確認してみると、Treatmentグループでは9位に位置

しているのに対し、Control グループでは 14 位に位置している。

実際の文も確認してみると、どちらのグループでも「自立を目指す

べき」という文脈で多く出てきていたが、Controlグループでは「自

立は困難」という文脈でもいくつか出てきていた。このことからも、

将来世代の視点獲得をしたことで将来志向的な考え方に変化した

ということが分かる。 

表4.1 各グループの語の出現頻度の順位 

順位 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数

1 国 104 国 173

2 思う 70 高知 134

3 考える 62 思う 125

4 高知 62 頼る 75

5 県 49 県 61

6 オプション 44 考える 56

7 頼る 42 今 52

8 補助 37 補助 46

9 少し 34 自立 43

10 必要 34 必要 41

11 リスク 33 少し 38

12 県民 30 オプション 37

13 今 28 サービス 37

14 自立 27 リスク 34

15 現状 23 将来 33

16 地域 23 地域 32

17 サービス 21 投資 27

18 少ない 21 財政 26

19 財政 18 事業 26

20 将来 18 博打 26

21 低下 18 現状 25

22 博打 17 良い 24

23 良い 17 地方 23

24 行政 15 出る 22

25 意見 14 勝負 22

26 現実 14 企業 21

27 平等 14 現在 21

28 地方 13 県民 20

29 変わる 13 高齢 20

30 事業 12 少ない 20

31 受ける 12 大きい 19

32 勝負 12 生活 18

33 選ぶ 12 低下 18

34 予算 12 産業 17

35 維持 11 人口 17

36 現在 11 選ぶ 17

37 高齢 11 目指す 17

38 人 11 一番 16

39 破綻 11 公共 16

40 一番 10 行政 16

41 格差 10 自分 16

42 結果 10 努力 16

43 考え 10 破綻 16

44 高い 10 見放す 15

45 重視 10 力 15

46 出る 10 維持 14

47 生活 10 受ける 14

48 多い 10 人 14

49 大きい 10 変わる 14

50 望ましい 10 未来 14

Controlグループ Treatmentグループ
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「平等」の出現頻度が Controlグループでは 27位に位置している

のに対し、Treatment グループでは 50 位以内に入っていない。確

認してみると、Treatment グループでは 78 位に位置していた。こ

れも①で述べたように、Controlグループの方において、平等志向

が強いということを裏付けている。このように頻度分析では比較的

下位の語では違いがみられたが、上位の語では大きな変化は現れな

かった。また、頻度分析から確認できたことは、いずれも共起ネッ

トワーク図での分析の結果を裏付けるものであり、新たな発見は得

られなかった。 

 

5. 結論 

 本研究では、財政政策について将来世代の視点獲得をすることで、

現在世代の人々の考え方がどのように変化するのか検証を行った。

分析手法は、KH Coderでのテキスト分析を用いた。その結果、将

来世代の視点獲得をすることで、現在世代の人々の考え方が将来世

代を深く考慮したものになるということが示された。 

テキスト分析の結果、①～⑤の違いが明らかになった。このよう

な違いが現れたのは、オプションの選考理由を記述してもらった内

容にグループごとで違いがあったからである。記述してもらった内

容が異なるということは、それに伴う考え方が異なるということで

ある。Nakagawa et al.(2019)は、将来世代の視点獲得をすること

で、将来世代の人々が望むと考えられる選択肢を選ぶ傾向に変化す

ることを明らかにしたが、その背景には本研究で示したような考え

方の変化が伴っていることが明らかになった。つまり、将来世代の

視点獲得をすることで、将来志向的な方向へ考え方が変化するとい

うことが明らかになった。 

 Controlグループの人々が自分たちの利益を優先したように、現

在世代に生きる人々は将来世代を考慮しなければならないと分か

っていても、つい自分たちの利益を優先してしまい、世代間の持続

可能性を損なってしまう。そういったことの積み重ねが現在の財

政・資源・環境問題の深刻化を招いていると思われる。こういった

持続可能性問題に歯止めをかけるためにも、将来世代の視点を獲得

することは有効な手段の 1 つになり得るのではないだろうか。

Treatment グループの人々が現状を変えなければならないと考え

たように、将来世代の視点獲得をして将来世代が背負うコストを具

体的に認識させることで、現状の問題点をより多角的な視野で捉え

られるようになる、そして、将来志向的な考え方へ変化するように

なる、と思われる。 

 今後の研究では、将来世代の視点獲得をするためのより有効なト

リートメントの方法を設計することが重要であろう。本研究の方法

でも将来世代の視点を獲得することに成功したと考えられる。しか

し、より有効な方法がある可能性も否定できない。それでも、本実

験の結果は、将来世代の視点獲得をすることで社会の持続可能性を

高められるという道筋を示していると言えるのではないだろうか。 

 また、本研究では考え方を調べるためにKH Coderを用いてテキ

スト分析を行った。テキスト分析は、頻度や相関関係を一目で見る

のに非常に便利なツールであるが、その文脈までは理解できないと

いう課題も見つかった。また、本実験では日本語でも十分な分析結

果が得られたが、上手く結果が出ないときや、より細かな分析をし

たいときは英語を用いた方が良いかもしれない。なぜなら、英語は

一つ一つの単語がスペースで区切られているのに対して、日本語は

単語の区切りの判断が難しいからである。テキスト分析は、文章を

単語ごとに分解して分析を行うため、日本語よりも英語の方がテキ

スト分析に向いていると言える。今後テキスト分析を行う方にはぜ

ひ参考にして頂きたい。 
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